
ＵＲ（旧公団）都市再生機構は 

国際文化公園都市民間東部地区開発から完全に撤退せよ 
茨木市民運動連絡会と日本共産党茨木市会議員団は２０１４年７月１１日国

交省近畿地方整備局とＵＲに申し入れを行いました。国の閣議決定や法改正、

国交省の中期目標を受けて、「（彩都東部地区は）事業を中止、（ＵＲ所有地８６．

３㌶は）素地で処分」との決定があり、表向きは事業からの撤退を決めながら、

２００７年から後継の組合施行土地区画整理事業の１０００ページに及ぶ推進

案を策定していたことが情報公開文書（２０１４年６月１日請求）で明らかに

なりました。 

まず今回の申し入れ内容も参考にご覧下さい。次に今回情報公開された文書

「国文都市地区平成２１年度東部地区事業見直し方策他検討業務報告書」の一

部をご紹介します。まず表紙及び策定内容と目次です。広範囲にわたって調査

と計画づくりをしていたことが分かります。次はＵＲの旧計画と民間による新

計画の比較表です。事業費はほぼ同一面積にもかかわらず。事業費総額で約２

１３４億円から６８０億円と７割削減されています。まさに乱開発計画です。

次は東部地区の主な土地所有者の分類です。筆頭土地所有者は阪急電鉄で１２

６㌶。法人所有の合計は１８４㌶と全体の５０％です。第２位はＵＲで８６㌶。

個人地権者合計は７１㌶です。次は土地利用計画図新旧比較です。次は土地利

用計画図の面積の新旧比較です。次は道路計画の新旧比較です。次は都市計画

用途地域の新計画です。次は保留地と大規模土地所有者と個人地権者の仮換地

計画案です。次は民間計画の事業費内訳と大阪府と茨木市の負担増の経費の内

訳で茨木市は約４８億円増です。 


























